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トライアックス株式会社の株式取得（完全子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、以下のとおり、トライアックス株式会社（本社：東京

都渋谷区、代表取締役 植山 浩介、以下「トライアックス社」）の全株式を取得し、完全子会社

化することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

１．株式取得の理由 

当社は、サイト内検索サービス『i-search』、よくある質問（FAQ）や社内情報の共有管理サー 

ビス『i-ask』などの Webサイトの利便性を向上するサービスや、自動音声応答サービス『SaaS

型 IVR』など、業界トップクラスのサービスを提供しております。特に、お客様のご要望に合わ

せ、大企業においても安心かつ導入しやすい SaaS/ASP サービスを開発・提供し、月額固定売上

を積上げるストック型のビジネスモデルにより、着実な業容及び業績の拡大を実現しております。 

一方、トライアックス社は、ウェブを通した顧客コミュニケーションの効率化・強化を実現す

るセミオーダー型のウェブシステム構築プラットフォーム『LaCoon』を提供しております。特に、

Webサイトのコンサルティングから企画、デザイン制作、システム開発、保守運用まで、ワンス

トップのサービス提供が可能であることを強みに、企業や東京大学をはじめとした学校法人、研

究機関などへの導入実績を多数有しております。 

当社では、今後 SaaS/ASP 事業を中心とした更なる業容拡大を目指し、優秀なエンジニア、ス

タッフを有する開発チームと多数の顧客を持つトライアックス社を当社グループに迎えること

により、開発力の強化と新たな事業領域への進出加速が期待できると判断し、トライアックス社

を完全子会社とすることにいたしました。 



２．異動する子会社の概要 

（１）名 称 トライアックス株式会社 

（２）所 在 地 東京都渋谷区代々木四丁目 29番 3号 

（３）代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役 植山 浩介 

（４）事 業 内 容 ウェブソリューション事業 

（５）資 本 金 34,750千円 

（６）設 立 年 月 日 平成 15年 5 月 1日 

（７）大 株 主 及 び 持 株 比 率 植山 浩介 100％ 

（８）上 場 会 社 と 

当該会社との間の関係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

（９）当該会社の直近 3年間の財政状態及び経営成績 

決算期 平成 24年 12月期 平成 25年 12月期 平成 26年 12月期 

 純 資 産 （千円） 43,750 43,904 19,121 

 総 資 産 （千円） 152,286 136,523 142,784 

 売 上 高 （千円） 172,474 177,245 191,196 

 営 業 利 益 （千円） 5,546 1,408 △20,177 

 経 常 利 益 （千円） 3,843 364 △21,870 

 当 期 純 利 益 （千円） 207 153 △24,782 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１）氏 名 植山 浩介 

（２）住 所 東京都千代田区 

（３）上 場 会 社 と 

当 該 個 人 と の 関 係 
特筆すべき資本関係・人的関係・取引関係はありません。 

 

４．株式取得数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１）異 動 前 の 所 有 株 式 数 0 株（議決権の数：0個） 

（２）取 得 株 式 数 266株 

（３）取 得 価 額 140百万円（概算額） 

（４）異 動 後 の 所 有 株 式 数 266株（議決権の数：266個） 

 

５．日程 

（１）取 締 役 会 決 議 日 平成 27年 10月 20 日 

（２）契 約 締 結 日 平成 27年 10月 20 日 

（３）株 式 譲 渡 実 行 日 平成 27年 11月 20 日（予定） 

 



６．今後の見通し 

 本件株式取得により、トライアックス社は当社の連結子会社となる予定であります。本子会社

化に伴う平成 28年 6月期の連結業績に与える影響は非常に軽微であることから、現時点では業

績予想の変更はいたしません。 

 

以 上 


